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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 103,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であります。

 

(注) １．2024年８月27日開催の取締役会決議によります。

２．振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

３．本有価証券届出書の対象とした募集は、会社法(平成17年法律第86号)第199条第１項の規定に基づいて、当

社の保有する当社普通株式による自己株式処分により行われるものであり(以下「本自己株式処分」といい

ます。)、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又

は買付けの申込みの勧誘となります。

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 103,000株 246,479,000 ―

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 103,000株 246,479,000 ―
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

 

(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円) 資本組入額(円) 申込株数単位 申込期間 申込証拠金(円) 払込期日

2,393 ― 100株 2024年９月12日(木) ― 2024年９月12日(木)
 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に当該株式の「株式総数引受契

約」を締結し、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものとします。

４．本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に当社及び割当予定先との間で「株式総数引受契約」を締結し

ない場合は、本自己株式処分は行われません。
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(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

帝国通信工業株式会社　経理室 神奈川県川崎市中原区苅宿45番１号
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　川崎支店 神奈川県川崎市川崎区砂子２丁目４－10
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

246,479,000 ― 246,479,000
 

(注)　新規発行による手取金の使途とは本自己株式処分による手取金の使途であります。

 

(2) 【手取金の使途】

本自己株式処分により調達する資金については、全額を払込期日以降の諸費用支払い等の運転資金として充当す

る予定です。

なお、支出実行までの資金管理については、当社預金口座にて管理を行います。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

ａ　割当予定先の概要

名称 株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)

本店の所在地 東京都中央区晴海１丁目８番12号

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　土屋　正裕

資本金 510億円

事業の内容
有価証券管理業務、資産管理に係る信託業務及び銀行業務、日本版マス
タートラストに関する業務

主たる出資者及びその出資比率
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社　33.3％
株式会社みずほフィナンシャルグループ　27.0％
株式会社りそな銀行　16.7％

 

 
ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 信託銀行取引があります。
 

(注)　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、2024年８月27日現在のものであります。

 
※株式給付信託(BBT)及び株式給付信託(J-ESOP)の内容

当社は、みずほ信託銀行株式会社との間で、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社を受託者(株式会社日本カ

ストディ銀行を再信託受託者)とするBBTに係る信託契約(以下「BBT契約」といい、BBT契約に基づき設定された

信託を「BBT信託」といいます。)を締結しており、また、J-ESOPに係る信託契約(以下「J-ESOP契約」といい、

J-ESOP契約に基づき設定された信託を「J-ESOP信託」といいます。)を締結予定です。割当予定先である株式会

社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)は、BBT契約及びJ-ESOP契約に基づいてそれぞれに設定される信託口です。

 
１．株式給付信託(BBT)

(1) 概要

株式給付信託(BBT)は、予め当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした取締役(社外取

締役を除きます。)及び執行役員(以下「取締役等」といいます。)に対し、当社株式及び当社株式を時価で換算

した金額相当の金銭(以下「当社株式等」といいます。)を給付する制度(以下「BBT制度」といいます。)です。

当社は、取締役等の報酬と業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値の

増大に貢献する意識を高めることを目的とし、2021年度から現在に至るまでBBT制度を導入しております。

当社は、役員株式給付規程に基づき取締役等に将来給付する株式をあらかじめ取得するために、BBT信託に金

銭を追加拠出します。BBT信託は、役員株式給付規程に基づき将来付与されると合理的に見込まれるポイント数

に相当する数の当社株式を当社からの第三者割当によって取得します。第三者割当については、みずほ信託銀

行株式会社（再信託先：株式会社日本カストディ銀行）（以下「信託銀行」といいます。）と当社の間で本有

価証券届出書の効力発生後に締結される予定の募集株式の総数引受契約書に基づいて行われます。

BBT信託が取得した当社株式は、取締役等が一定の条件により受給権を取得したときに、役員株式給付規程に

基づき給付されます。取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として、取締役等の退任時としま

す。

なお、BBT信託の信託財産に属する当社株式の議決権については、信託期間を通じ、行使しないこととしま

す。
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(2) 受益者の範囲

取締役等を退任した者のうち役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

 
＜株式給付信託(BBT)の仕組み＞

 

 
①　当社は、株主総会において、BBT制度についての役員報酬の決議を得ており、株主総会で承認を受けた枠組

みの範囲内において、役員株式給付規程を制定しております。

②　当社は、①の株主総会決議で承認を受けた範囲内で金銭を信託します。

③　BBT信託は、②で信託された金銭を原資として当社株式を、取引所市場を通じて又は当社の自己株式処分を

引き受ける方法により取得します。

④　当社は、役員株式給付規程に基づき取締役等にポイントを付与します。

⑤　BBT信託は、当社から独立した信託管理人の指図に従い、本信託勘定内の当社株式に係る議決権を行使しな

いこととします。

⑥　BBT信託は、取締役等を退任した者のうち役員株式給付規程に定める受益者要件を満たした者(以下「受益

者」といいます。)に対して、当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。ただ

し、取締役等が役員株式給付規程に定める要件を満たす場合には、ポイントの一定割合について、当社株

式の時価相当の金銭を給付します。

 
※追加信託の概要

追加信託日　　2024年９月12日

追加信託金額　193,833,000円

取得する株式の種類　当社普通株式

取得株式数　　81,000株

株式の取得日　2024年９月12日

株式取得方法　当社の自己株式処分(本自己株式処分)を引き受ける方法により取得
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２．株式給付信託(J-ESOP)

(1) 概要

株式給付信託(J-ESOP)は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に

対し当社株式を給付する仕組みです(以下「J-ESOP制度」といいます。)。

当社は、従業員に対し個人の貢献度や在籍に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した

ときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員が当社株式の給付を受ける時期は、原則と

して退職時となります。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取

得し、信託財産として分別管理するものとします。J-ESOP制度の導入により、従業員の株価及び業績向上への

関心が高まり、これまで以上に意欲的に業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

当社は、株式給付規程に基づき従業員に将来給付する株式をあらかじめ取得するために、J-ESOP信託に金銭

を信託(他益信託)します。J-ESOP信託は、株式給付規程に基づき将来付与されると合理的に見込まれるポイン

ト数に相当する数の当社株式を当社からの第三者割当によって取得します。第三者割当については、みずほ信

託銀行株式会社（再信託先：株式会社日本カストディ銀行）（以下「信託銀行」といいます。）と当社の間で

本有価証券届出書の効力発生後に締結される予定の募集株式の総数引受契約書に基づいて行われます。

J-ESOP制度は議決権行使について「個別議案に対する従業員の意思集約結果に従った議決権行使を行う方

法」を採用しており、信託管理人が従業員の意思を集約し、信託銀行に対して議決権指図を行い、信託銀行は

かかる指図に従って、議決権行使を行います。信託管理人は、信託銀行に対して議決権行使に関する指図を行

うに際して、J-ESOP契約に定める「信託管理人ガイドライン」に従います。なお、信託管理人には当社従業員

が就任し、受益者が存在するに至った場合、当該信託管理人は受益者代理人となります。(受益者代理人となっ

た以後の議決権行使の指図は受益者代理人が行うこととなります。以下、信託管理人の記載において同じ。)

 
(2) 受益者の範囲

株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

 
＜株式給付信託(J-ESOP)の仕組み＞

 

 
①　当社は、J-ESOP制度の導入に際し、株式給付規程を制定します。

②　当社は、株式給付規程に基づき、従業員に将来給付する株式を予め取得するために、金銭を信託(他益信

託)します。

③　J-ESOP信託は、②で信託された金銭を原資として当社株式を、取引所市場を通じて又は当社の自己株式処

分を引き受ける方法により取得します。

④　当社は、株式給付規程に基づき従業員にポイントを付与します。

⑤　J-ESOP信託は、信託管理人の指図に基づき議決権を行使します。

⑥　J-ESOP信託は、従業員のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たした者(以下「受益者」といいま

す。)に対して、当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。
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※本信託の概要

(１) 名称　　　　　　　 ：株式給付信託(J-ESOP)

(２) 委託者　　　　　　 ：当社

(３) 受託者　　　　　　 ：みずほ信託銀行株式会社(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行)

(４) 受益者　　　　　　 ：従業員のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

(５) 信託管理人　　　　 ：当社の従業員から選定

(６) 信託の種類　　　　 ：金銭信託以外の金銭の信託(他益信託)

(７) 信託の目的　　　　 ：株式給付規程に基づき信託財産である当社株式を受益者に給付すること

(８) 本信託契約の締結日 ：2024年９月12日

(９) 金銭を信託する日　 ：2024年９月12日

(10) 信託の期間　　　　 ：2024年９月12日から信託が終了するまで

　　　　　　　　　　　　　(特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り信託は継続します。)

(11) 信託金額　　　　　　：52,646,000円

(12) 取得する株式の種類　：当社普通株式

(13) 取得株式数　　　　　：22,000株

(14) 株式の取得日　　　　：2024年９月12日

(15) 株式取得方法　　　　：当社の自己株式処分(本自己株式処分)を引き受ける方法により取得

 
ｃ　割当予定先の選定理由

当社は、BBT制度及びJ-ESOP制度(以下、併せて「本制度」といいます。)の継続及び導入にあたり、将来の給付に

必要と見込まれる株式をBBT信託及びJ-ESOP信託が取得するため、BBT信託、J-ESOP信託それぞれに金銭を拠出する

ことといたしました。本制度は、「ｂ　提出者と割当予定先との間の関係　※株式給付信託(BBT)及び株式給付信託

(J-ESOP)の内容」に記載しましたとおり、取締役等及び従業員に対して自社の株式を給付し、中長期的な業績向上

と企業価値の増大への意識を高めることを目的としております。

当社では、機動的な資本政策や資本効率の向上を目的とし、自己株式の取得を進めてまいりましたが、その自己

株式の有効活用として、本制度での活用のため、自己株式の割当を行うことといたしました。

なお、本制度においては、「ｂ　提出者と割当予定先との間の関係　※株式給付信託(BBT)及び株式給付信託(J-

ESOP)の内容」に記載しましたとおり、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社を受託者としてBBT契約を締結して

おります。また、J-ESOP契約の締結を予定しておりますので、受託者たるみずほ信託銀行株式会社の再信託先であ

る株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)を割当予定先として選定したものです。

 
ｄ　割り当てようとする株式の数

103,000株(BBT信託に81,000株、J-ESOP信託に22,000株)

 
ｅ　株券等の保有方針

割当予定先である株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)は、BBT契約及びJ-ESOP契約に基づき、信託期間内にお

いて役員株式給付規程及び株式給付規程に基づき当社株式等の信託財産を受益者に給付するために保有するもので

あります。

 
ｆ　払込みに要する資金等の状況

［BBT信託］割当予定先の払込みに要する資金に相当する金銭につきましては、株式会社日本カストディ銀行(信

託Ｅ口)に対する当社からの信託金をもって割当日において信託財産内に存在する予定である旨、追加信託日に締結

する予定の株式給付信託の追加信託に関する覚書案により確認を行っております。

［J-ESOP信託］割当予定先の払込みに要する資金に相当する金銭につきましては、当社は、株式給付規程に基づ

き従業員に将来給付する株式を予め取得するために、みずほ信託銀行株式会社(再信託先：株式会社日本カストディ

銀行)に金銭を信託(他益信託)します。

当社からの当初信託金をもって、払い込みに要する資金に相当する金銭が割当日において信託財産内に存在する

予定である旨、信託契約日に締結する予定の株式給付信託契約書案により確認を行っております。
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ｇ　割当予定先の実態

割当予定先である株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)は、割り当てられた当社株式に係る議決権行使につい

て、信託管理人の指図に従います。

BBT制度において、信託管理人が株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)に対して指図を行うに際しては、BBT契

約に定める「信託管理人ガイドライン」に従います。具体的には、信託管理人が株式会社日本カストディ銀行(信託

Ｅ口)に対して議決権不行使の指図を行い、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)はかかる指図に従って、議決権

を行使しないこととします。信託管理人には当社と利害関係のない第三者が就任しております。

J-ESOP制度は議決権行使について「個別議案に対する従業員の意思集約結果に従った議決権行使を行う方法」を

採用しており、信託管理人は従業員の意思を集約し、信託銀行に対して議決権指図を行い、J-ESOP信託の受託者は

かかる指図に従って、議決権行使を行います。なお、信託管理人は、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)に対

して議決権行使指図を行うに際しては、J-ESOP契約に定める「信託管理人ガイドライン」に従います。信託管理人

には、当社従業員が就任します。

また、受益者が存在するに至った場合には、信託管理人が受益者代理人に就任します。

なお、割当予定先が暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受し

ようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」といいます。)であるか否か、及び割当予定先が特定団体

等と何らかの関係を有しているか否かについては、株式会社日本カストディ銀行のホームページ及びディスクロー

ジャー誌の公開情報に基づく調査によって割当予定先が特定団体等でないこと及び割当予定先が特定団体等と何ら

関係を有していないことを確認しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。

 

３ 【発行条件に関する事項】

ａ　払込金額の算定根拠及び合理性に関する考え方

処分価額につきましては、本自己株式処分の取締役会決議日の直前営業日の東京証券取引所における当社普通株

式の終値2,393円といたしました。

取締役会決議日の直前営業日の終値としたのは、株式市場における当社の適正な企業価値を表すものであり、合

理的と判断したためです。

なお処分価額2,393円については、取締役会決議日の直前営業日から遡る直近１か月間の終値平均2,168円(円未満

切捨)に対して110.38％を乗じた額であり、同直近３か月間の終値平均2,096円(円未満切捨)に対して114.17％を乗

じた額であり、さらに同直近６か月間の終値平均1,985円(円未満切捨)に対して120.55％を乗じた額となっておりま

す。上記を勘案した結果、本自己株式処分に係る処分価額は、特に有利なものとはいえず、合理的なものと判断し

ております。

なお、上記処分価額につきましては、取締役会に出席した監査役３名(うち２名は社外監査役)が、特に有利な処

分価額には該当しない旨の意見を表明しております。

 
ｂ　処分数量及び株式の希薄化規模の合理性に関する考え方

処分数量については、役員株式給付規程に基づき信託期間中に当社の取締役等に給付すると見込まれる株式数に

相当するもの(2025年３月末日で終了する事業年度から2027年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度分で

81,000株)及び株式給付規程に基づき信託期間中に当社の従業員に給付すると見込まれる株式数に相当するもの

(2025年３月末日で終了する事業年度から2027年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度分で22,000株)の合

計103,000株であり、2024年３月31日現在の発行済株式総数9,856,107株に対し1.05％(小数点第３位を四捨五入、

2024年３月31日現在の総議決権個数95,295個に対する割合1.08％)となりますが、本自己株式処分による株式が一時

に株式市場に流出することは考えられません。

また、当社としては、本自己株式処分は取締役等の報酬、従業員のインセンティブと当社株式価値の連動性を明

確にし、当社の企業価値向上に繋がるものと考えています。

以上のことにより、流通市場への影響は軽微であり、株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。
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４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
(％)

割当後の所有
株式数(千株)

割当後の総議決
権数に対する所
有議決権数の割合

(％)

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託
口)

東京都港区赤坂１丁目８－
１　赤坂インターシティＡ
ＩＲ

987 10.37 987 10.25

ＴＨＥ　ＨＯＮＧＫＯ
ＮＧ　ＡＮＤ　ＳＨＡ
ＮＧＨＡＩ　ＢＡＮＫ
ＩＮＧ　ＣＯＲＰＯＲ
ＡＴＩＯＮ　ＬＴＤ　
－　ＳＩＮＧＡＰＯＲ
Ｅ　ＢＲＡＮＣＨ　Ｐ
ＲＩＶＡＴＥ　ＢＡＮ
ＫＩＮＧ　ＤＩＶＩＳ
ＩＯＮ　ＣＬＩＥＮＴ
Ｓ　Ａ／Ｃ　８２２１
－６２３７９３
（常任代理人　香港上
海銀行東京支店）

１０　ＭＡＲＩＮＡ　ＢＯ
ＵＬＥＶＡＲＤ　＃４８－
０１　ＭＡＲＩＮＡ　ＢＡ
Ｙ　ＦＩＮＡＮＣＩＡＬ　
ＣＥＮＴＲＥ　ＳＩＮＧＡ
ＰＯＲＥ　０１８９８３
（東京都中央区日本橋３丁
目11－１）

687 7.21 687 7.13

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区大手町１丁
目５－５

476 5.00 476 4.95

ＮＩＰＰＯＮ　ＡＣＴ
ＩＶＥ　ＶＡＬＵＥ　
ＦＵＮＤ　ＰＬＣ
（常任代理人　香港上
海銀行東京支店）

１ＳＴ　ＦＬＯＯＲ，　Ｓ
ＥＮＡＴＯＲ　ＨＯＵＳ
Ｅ，　８５　ＱＵＥＥＮ　
ＶＩＣＴＯＲＩＡ　ＳＴＲ
ＥＥＴ，　ＬＯＮＤＯ
Ｎ，　ＥＣ４Ｖ　４ＡＢ
（東京都中央区日本橋３丁
目11－１）

442 4.64 442 4.59

有限会社丸子興業
東京都大田区田園調布２丁
目26－22

395 4.15 395 4.11

株式会社日本カスト
ディ銀行(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８
－12

359 3.78 359 3.74

ノーブル協力会
神奈川県川崎市中原区苅宿
45－１

337 3.54 337 3.50

帝通工従業員持株会
神奈川県川崎市中原区苅宿
45－１

295 3.10 295 3.07

菊池　公男 神奈川県横須賀市 255 2.68 255 2.65

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなと
みらい３丁目１－１

224 2.36 224 2.33

計 ― 4,462 46.82 4,462 46.32
 

(注) １．2024年３月31日現在の株主名簿を基準として記載をしております。

２．上記のほか当社所有の自己株式267,955株(2024年３月31日現在)は割当後164,955株となります。

３．総議決権数に対する所有議決権数の割合及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、小数点第

三位を四捨五入し、表示しております。

４．割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、割当後の所有株式に係る議決権の数を、2024年３月31

日現在の総議決権数95,295個に本自己株式処分により増加する議決権数1,030個を加えた数で除した数値で

あります。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 
第１　事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第102期)の提出日以後、本有価証券届出書提出日(2024年８月

27日)までの間において、当該有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について生じた変更その他の事由はあ

りません。

また、当該有価証券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日(2024年８月27日)現在

においてもその判断に変更はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もありません。

 
第２　臨時報告書の提出

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第102期)の提出日以後、本有価証券届出書提出日(2024年８月

27日)までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

その報告内容は以下のとおりです。

 
(2024年７月１日提出の臨時報告書)

１．提出理由

2024年６月27日開催の当社第102回定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条

の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提出

するものであります。

 
２．報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

2024年６月27日

 
(2) 決議事項の内容

第１号議案　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

当社普通株式１株につき金35円　総額335,585,320円

効力発生日　2024年６月28日

第２号議案　取締役１名選任の件

取締役として高橋啓章氏を選任する。

第３号議案　監査役２名選任の件

監査役として畑宮正憲氏、三井浩二氏を選任する。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、決議事項が可決されるための要件並び

に当該決議の結果

 

決議事項 賛成数(個) 反対数(個) 棄権数(個) 可決要件 決議の結果及び賛成割合(％)

第１号議案 70,522 1,952 0 (注)１ 可決 94.5％

第２号議案    (注)２   

高橋　啓章 72,083 391 0  可決 96.6％

第３号議案    (注)２   

畑宮　正憲 68,578 3,896 0  可決 91.9％

三井　浩二 72,226 248 0  可決 96.8％
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主

の議決権の過半数の賛成による。

 
(4) 議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の株主のうち賛否に関して確認できたものを集計したことにより、

決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認がで

きていない議決権数は加算しておりません。

 
第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第102期)

　自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日

2024年６月27日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)

Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 
 

 

2024年６月27日
 

帝国通信工業株式会社

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

東　京　事　務　所  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 陸　 田　　　雅　 彦  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五　十　嵐　　勝　彦  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる帝国通信工業株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、帝

国通信工業株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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棚卸資産の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

当連結会計年度の連結貸借対照表において、「商品及
び製品」1,415,795千円、「仕掛品」704,469千円及び
「原材料及び貯蔵品」967,483千円が計上されており、
これらの合計額3,087,749千円は総資産の9.6％を占めて
いる。このうち電子部品セグメントにおける棚卸資産の
残高は、「商品及び製品」で1,412,867千円、「仕掛
品」で704,225千円及び「原材料及び貯蔵品」で963,275
千円となっている。
【注記事項】(連結財務諸表作成のための基本となる
重要な事項)４.会計方針に関する事項(1)重要な資産の
評価基準及び評価方法 ロ 棚卸資産に記載のとおり、棚
卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定している。【注記事項】(連結損益
計算書関係)※１に記載されているとおり、当連結会計
年度の連結損益計算書に計上されている売上原価
10,576,019千円のうち、66,837千円は棚卸資産評価損で
ある。
電子部品セグメントにおいては、原則として受注生産
であるが、顧客からの注文にタイムリーに対応するため
に将来の販売予測に基づいて見込生産を行っている品種
もあることから、保有する棚卸資産は必ずしも顧客から
の注文に紐づいていない。したがって、これらの棚卸資
産は期間の経過とともに販売可能性が低下することが想
定されることから、経営者は棚卸資産の評価にあたり、
正味売却価額が取得原価を下回っている場合に簿価を切
り下げる方法のほか、期間の経過に伴う販売可能性の低
下を帳簿価額に反映させるため、原則として品種ごとに
滞留期間に応じて設定された評価損率と在庫金額により
評価損金額を算定して、簿価を切り下げる方法を採用し
ている。
棚卸資産評価損は、ITシステムによる自動計算がなさ
れた後、評価損レポートの生成、当該情報に基づく会計
システムへの入力というプロセスにより計上される。そ
のため、ITシステムによる自動計算や評価損レポートの
生成、入力される在庫の入出庫データ及び出力される評
価損計上基礎データの管理などに問題がある場合には棚
卸資産評価損の計算誤りにつながるリスクがある。
以上から、当監査法人は、「商品及び製品」、「仕掛
品」及び「原材料及び貯蔵品」に含まれる電子部品セグ
メントにおける棚卸資産の評価が、当連結会計年度の連
結財務諸表監査において特に重要であり、「監査上の主
要な検討事項」に該当すると判断した。

当監査法人は、「商品及び製品」、「仕掛品」及び
「原材料及び貯蔵品」に含まれる電子部品の評価の妥当
性を検討するため、主に以下の監査手続を実施した。
・　「商品及び製品」、「仕掛品」及び「原材料及び貯
蔵品」の評価に関連する内部統制の整備・運用状況の
有効性を評価した。評価に当たっては、特に棚卸資産
の販売可能性の低下を適切に帳簿価額に反映させるた
め、算定された評価損レポートに基づき簿価の切り下
げが行われているかを確認する統制に焦点を当てた。
・　当期及び過去の棚卸資産の廃棄金額と、対応する過
去の評価基準日時点で保有していた棚卸資産との関係
より評価損計上が必要と考えられる割合を遡及的に試
算し、会社が設定した評価損の方針に基づく評価損率
と比較を行った。
・　会社が作成した評価損レポートの生成過程を、経理
室の担当者への質問及び関連データの閲覧により理解
した。
・　当監査法人内部のIT専門家を利用して、会社が作成
した評価損レポートが上記にて理解した生成過程や前
提どおりに作成されているかどうかを検討した。な
お、本検討の前提として、評価損レポート作成のため
の情報生成機能を担っているシステムに関するプログ
ラム変更やアクセス制限、システムの保守、運用等の
IT全般統制の検討を行った。
・　同IT専門家を利用して、滞留期間ごとの残高及び会
社が定めた評価損率を用いて算定される評価損金額を
再計算し、会社の評価結果と比較検討した。
・　関連する勘定科目に関して、評価損レポートにおけ
る帳簿残高合計と残高試算表の残高とを比較検討し
た。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、帝国通信工業株式会社の2024

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、帝国通信工業株式会社が2024年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (3)【監査の

状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以 上

 
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

2024年６月27日
 

帝国通信工業株式会社

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

東　京　事　務　所  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 陸　 田　　　雅　 彦  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五　十　嵐　　勝　彦  

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる帝国通信工業株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、帝国通

信工業株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
棚卸資産の評価

当事業年度の貸借対照表において、「製品」579,467千円、「仕掛品」453,307千円及び「原材料及び貯蔵品」133,184

千円が計上されており、これらの合計額1,165,959千円は総資産の4.9％を占めている。

【注記事項】(重要な会計方針)１．資産の評価基準及び評価方法(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法に記載のとお

り、棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定している。【注記事項】(損益計算書

関係)※２に記載のとおり、当事業年度の損益計算書に計上されている売上原価8,701,586千円のうち40,608千円は棚卸

資産評価損である。

監査上の主要な検討事項の内容、決定理由及び監査上の対応については、連結財務諸表の監査報告書に記載されてい

る監査上の主要な検討事項(棚卸資産の評価)と同一内容であるため、記載を省略している。

 
 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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